
一般管理費 ` ` ` 1¶979¶644¶285 1¶979¶644¶285

その他 74¶485¶527 10¶456¶870 84¶942¶397 253¶528 85¶195¶925

事業収益 30¶183¶019¶107 3¶993¶868¶755 34¶176¶887¶862 1¶733¶948¶193 35¶910¶836¶055

内訳

運営費交付金収益 17¶612¶509¶324 3¶510¶165¶688 21¶122¶675¶012 1¶670¶064¶630 22¶792¶739¶642

業務収入 4¶211¶756¶038 90¶694¶811 4¶302¶450¶849 ` 4¶302¶450¶849

受託収入 5¶661¶321¶353 32¶533¶667 5¶693¶855¶020 ` 5¶693¶855¶020

補助金等収益 2¶364¶765¶596 41¶535¶855 2¶406¶301¶451 ` 2¶406¶301¶451

寄附金収益 80¶100¶000 ` 80¶100¶000 ` 80¶100¶000

その他 252¶566¶796 318¶938¶734 571¶505¶530 63¶883¶563 635¶389¶093

事業損益 651¶445¶101 � 10¶736¶563 640¶708¶538 � 245¶949¶620 394¶758¶918

総資産 53¶611¶635¶180 21¶776¶401¶078 75¶388¶036¶258 15¶015¶420¶111 90¶403¶456¶369

内訳

流動資産 15¶244¶424¶499 76¶333¶036 15¶320¶757¶535 4¶238¶993¶360 19¶559¶750¶895

固定資産 38¶367¶210¶681 21¶700¶068¶042 60¶067¶278¶723 10¶776¶426¶751 70¶843¶705¶474

~１．事業区分の方法

事業は、「貿易・投資振興業務」及び「開発途上国経済研究活動業務」に区分しております。

２．各区分の事業内容

「貿易・投資振興業務」：貿易投資取引の機会提供に向けた活動及び貿易投資円滑化のための基盤的活動
「開発途上国経済研究活動業務」：開発途上国に関する調査研究、資料収集・情報提供及び研究交流・人材育成
３．事業費用のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能事業費用は1¶979¶897¶813円であり、その主なものは、一般管理費であります。
４．総資産のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能資産は15¶015¶420¶111円であり、その主なものは東京本部管理部門にかかる資産であります。
５．前中期目標期間繰越積立金取崩額は、貿易・投資振興業務にかかるものであります。

６．各区分の損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額
（単位：円）

損益外減価償却相当額 引当外賞与見積額 引当外退職給付増加見積額

貿易・投資振興業務 210¶221¶645 � 59¶855¶560 1¶233¶443¶592

開発途上国経済研究活動業務 290¶324¶581 � 27¶417¶132 462¶330¶103

法人共通 62¶308¶152 � 5¶832¶947 51¶035¶960
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